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金融機関の担当者が直面しがちな、相続相談や手続きに関する諸問題…その

上手な対処法を様々な法制などの根拠とともに解説します！

銀行員は
これだけ

やるべき！ 相続相続相談＆手続きの勘所

担当者として
どこまで
できる？

続
税
は
、
亡
く
な
っ
た
人
の
相

続
発
生
時
の
遺
産
額
に
対
し
て

課
税
さ
れ
ま
す
。
そ
の
時
点
の
遺
産
額

を
減
少
さ
せ
る
手
段
と
し
て
は
、
生
前

贈
与
が
有
効
で
す
。

　

贈
与
は
、
贈
与
者
が
無
償
で
財
産
を

譲
渡
す
る
意
思
を
表
し
、
受
贈
者
が
そ

れ
に
応
じ
る
こ
と
で
成
立
し
ま
す
。
親

が
子
の
名
義
で
預
金
口
座
を
開
設
し
、

親
自
身
が
そ
の
口
座
を
管
理
し
て
い
る

場
合
に
は
贈
与
契
約
が
あ
っ
た
と
は
い

え
ず
、
単
な
る
「
名
義
借
り
」
と
な
り

ま
す
。
名
義
を
借
り
た
子
名
義
の
預
貯

金
は
相
続
財
産
に
含
ま
れ
、
相
続
税
の

課
税
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

相
続
税
対
策
と
し
て
生
前
贈
与
を
活

用
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
贈
与
者
と
受
贈

者
の
双
方
で
贈
与
・
受
贈
の
意
思
が
あ

っ
た
こ
と
を
証
明
す
る
た
め
に
も
、
贈

与
契
約
書
を
作
成
し
、
必
要
が
あ
れ
ば

贈
与
税
申
告
を
行
い
、
不
動
産
の
贈
与

で
あ
れ
ば
贈
与
の
登
記
を
行
う
こ
と
が

相

求
め
ら
れ
ま
す
。

　

な
お
未
成
年
者
へ
の
贈
与
で
す
が
、

未
成
年
者
は
法
律
行
為
が
で
き
な
い
こ

と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
未
成

年
者
の
法
定
代
理
人
で
あ
る
親
権
者

（
父
母
）
が
、
受
贈
者
で
あ
る
未
成
年

者
に
代
わ
っ
て
意
思
表
示
を
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。
し
た
が
っ
て
贈
与
契
約

書
に
は
、
未
成
年
者
の
代
理
人
と
し
て

父
母
の
署
名
押
印
が
必
要
で
す
。�

贈
与
税
は
２
つ
の
課
税
方
式
を 

選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る

　

贈
与
税
は
、
個
人
か
ら
財
産
を
贈
与

さ
れ
た
場
合
に
か
か
る
税
金
で
、
財
産

を
取
得
し
た
受
贈
者
に
対
し
て
課
せ
ら

れ
ま
す
。
贈
与
税
の
課
税
方
式
に
は
、

「
相
続
時
精
算
課
税
方
式
」
と
「
暦
年

課
税
方
式
」
の
２
つ
が
あ
り
、
受
贈
者

が
、
ど
ち
ら
の
方
式
で
贈
与
税
を
計
算

す
る
か
を
贈
与
税
の
申
告
時
に
選
択
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

①
相
続
時
精
算
課
税
制
度

　

贈
与
時
に
贈
与
財
産
に
対
す
る
贈
与

税
を
納
め
、
そ
の
贈
与
者
が
亡
く
な
っ

た
際
に
贈
与
財
産
の
贈
与
時
の
価
額
と

相
続
財
産
の
価
額
と
を
合
計
し
た
金
額

を
基
に
計
算
し
た
相
続
税
額
か
ら
す
で

に
納
め
た
そ
の
贈
与
税
相
当
額
を
控
除

す
る
こ
と
に
よ
り
、
贈
与
税
・
相
続
税

を
通
じ
た
納
税
を
行
う
制
度
で
す
。

　

適
用
対
象
者
は
、
60
歳
以
上
の
父
母

ま
た
は
祖
父
母
か
ら
18
歳
以
上
の
子
ま

た
は
孫
に
対
す
る
贈
与
と
さ
れ
て
い

て
、
年
齢
は
贈
与
の
年
の
１
月
１
日
現

在
で
判
断
し
ま
す
。

　

相
続
時
精
算
課
税
制
度
で
は
、
受
贈

者
ご
と
に
父
母
や
祖
父
母
か
ら
の
贈
与

に
対
し
て
そ
れ
ぞ
れ
選
択
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
し
か
し
一
旦
こ
の
相
続
時

精
算
課
税
制
度
を
選
択
す
る
と
、
贈
与

者
の
相
続
時
ま
で
継
続
し
て
適
用
さ

れ
、
途
中
で
暦
年
課
税
制
度
に
変
更
す

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
選

相
続
税
対
策
と
し
て
生
前
贈
与
に

つ
い
て
の
質
問
を
受
け
た
…
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法・税・財の知識を活かす
実践・重要実務

ここまで

　やるべき
！

択
の
際
に
は
、
十
分
に
検
討
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
（
図
表
１
）。

　

相
続
時
精
算
課
税
制
度
に
よ
る
贈
与

税
額
の
計
算
は
、
２
５
０
０
万
円
の
特

別
控
除
を
超
え
る
部
分
に
対
し
て
20
％

の
贈
与
税
が
課
さ
れ
ま
す
。

②
暦
年
課
税
制
度

　

相
続
時
精
算
課
税
制
度
を
適
用
し
た

贈
与
財
産
は
、
相
続
税
を
計
算
す
る
と

き
に
相
続
財
産
に
加
算
し
な
け
れ
ば
な

特
例
贈
与
財
産
と
一
般
贈
与
財
産
で 

贈
与
税
の
税
率
が
異
な
る

　

暦
年
課
税
方
式
に
よ
る
贈
与
税
の
税

率
は
、
特
例
贈
与
財
産
と
一
般
贈
与
財

産
と
で
異
な
り
、
特
例
贈
与
財
産
の
ほ

う
が
低
く
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
特
例

贈
与
財
産
と
は
、
直
系
尊
属
（
親
や
祖

父
母
な
ど
）
か
ら
、
贈
与
を
受
け
た
年

の
１
月
１
日
時
点
で
18
歳
以
上
の
直
系

卑
属
（
子
や
孫
な
ど
）
へ
の
贈
与
財
産

の
こ
と
で
す
。
一
般
贈
与
財
産
と
は
、

特
例
贈
与
財
産
に
該
当
し
な
い
財
産
の

こ
と
で
す
。

　

暦
年
課
税
制
度
に
よ
る
贈
与
税
率
に

は
、
贈
与
財
産
の
金
額
が
高
く
な
れ
ば

な
る
ほ
ど
高
く
な
る
累
進
税
率
が
採
用

さ
れ
て
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
将
来

相
続
税
の
課
税
対
象
と
な
る
相
続
財
産

を
減
ら
す
た
め
に
は
、
早
い
時
期
か
ら

の
生
前
贈
与
が
効
果
的
で
す
。

　

ま
た
、
相
続
人
に
対
す
る
相
続
開
始

前
３
年
以
内
の
贈
与
財
産
は
、
相
続
税

の
対
象
で
す
。
場
合
に
よ
っ
て
は
、
相

続
人
で
は
な
い
「
子
の
配
偶
者
」
や

「
相
続
人
で
は
な
い
孫
」
に
対
す
る
生
前

贈
与
も
有
効
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

り
ま
せ
ん
。
し
た
が
っ
て
生
前
贈
与
で

確
実
に
相
続
財
産
を
減
ら
し
た
い
場
合

に
は
、
暦
年
課
税
方
式
を
選
択
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　

暦
年
課
税
方
式
で
は
、
毎
年
１
月
１

日
か
ら
12
月
31
日
ま
で
の
１
年
間
に
贈

与
を
受
け
た
財
産
の
合
計
額
か
ら
非
課

税
枠
１
１
０
万
円
を
控
除
し
た
残
額
に

対
し
て
、
贈
与
税
率
が
適
用
さ
れ
ま

す
。

	⿟ 相続時精算課税制度を適用した贈与財産は、相続税を計算するときに相続
財産に加算しなければならない。生前贈与で確実に相続財産を減らしたい
場合には、暦年課税方式を選択してもらおう

	⿟ 暦年課税制度による贈与税率には、贈与財産の金額が高くなればなるほど
高くなる累進税率が採用されている。将来相続税の課税対象となる相続財
産を減らすためには、早い時期からの生前贈与が効果的と案内しよう

図表１　�相続時精算課税と暦年課税の選択

図表２　�相続時精算課税制度と暦年課税制度の比較

※それぞれの贈与について
どちらか選択可能。
ただし一旦相続時精算課税を
選択すると暦年課税に戻る
ことはできない

父 子A

子 B母

相続時精算課税を選択できる場合

相続時精算課税制度を…

60歳以上の父母または祖父母贈与者
受贈者 18歳以上の子または孫

選択する 選択しない

相続時精算課税 暦年課税

贈与税の計算 贈与税の計算

相続税の計算 相続税の計算

（贈与財産－特別控除2,500万円）
×20%

（贈与財産－基礎控除110万円）
×贈与税率

・相続財産の価額に相続時精算課税を適
用した贈与財産の価額（贈与時の価額）
を加算して相続税額を計算。
・その際、すでに支払った贈与税額を相
続税額から控除する。

・原則として相続財産の価額に贈与財産
の価額を加算しない。

・例外として相続開始前3年以内に贈与を
受けた財産の価額を加算する。


